
 
移住推進企画等運営業務委託に係るプロポーザル実施要領 

 
１ 趣旨 

移住施策により人口減少に歯止めをかけようとする各自治体間の競争が激化する中で、移住検討
者に対しより効果的に秩父市への移住を推進し、関係人口、移住者数の増加を目的とする「移住推進
企画等」の運営業務を委託するにあたり、プロポーザル方式により受託候補者を選定するために必要
な事項を、この要領により定めるものとする。 

 
２ 業務概要 

(1) 業務名 
移住推進企画等運営業務委託 

 
 (2) 企画提案を求める内容 
   本業務において企画提案を求める内容は、別添「移住推進企画等運営業務委託仕様書」第 4 に規

定される業務内容に基づくものであり、秩父市の特性や課題を踏まえた内容とすること。 
 
３ 履行期間 
  令和７年７月１日から令和８年３月３１日まで 
 
４ 実施限度額 
  ３，０００，０００円（税込み） 
 
５ 契約金額についての特記事項 

特になし 
 

６ 業務場所 
  秩父市熊木町８番１５号ほか 
 
７ 業務内容 
  別添「移住推進企画等運営業務委託仕様書」のとおり 
 
８ プロポーザルの方式について 

当該プロポーザル方式は、公募型（一定の条件を満たす参加者を広く募集するもの。）とする。 
 

９ 参加資格要件 
当該プロポーザルに参加する者（以下「参加者」という）は、次に掲げる資格要件を満たすものと

する。 



(1) 令和７・８年度の秩父市物品等入札参加資格者名簿に登載されていること。 
(2) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第１項に規定する者に該当しないこと。 
(3) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続開始の申立てをしている者（更生手続開

始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続
開始の申立てをしている者（再生手続開始の決定を受けている者を除く。）でないこと。」 

(4) 秩父市の契約に係る入札参加停止等の措置要綱（平成 26 年告示第 126 号）に基づく入札参加停止
期間中でない者であること。 

(5) 秩父市の契約に係る暴力団排除措置要綱（平成 26 年告示第 127 号）に基づく指名除外期間中でな
い者であること。 

(6) 当該プロポーザルに参加しようとする者の間に資本関係又は人的関係がないこと。 
(7) 本業務を円滑に遂行できる安定的かつ健全な財務能力を有すること。 

 
10 成果品 
  成果品は次のとおりとする 
  ・報告書（A４版）1 部  
 
11 担当部署 
  秩父市総合政策部総合政策課移住相談センター 
 
12 実施検討委員 

本業務に係る受託候補者の選定を厳正かつ公平に行うため、移住推進企画等運営業務委託に係る
プロポーザル実施検討委員を置き、提案事項等を審議し、本業務に最も適した受託候補者を選定する
ものとする。実施検討委員のメンバーは、総合政策部長、総合政策部次長、総合政策課主幹、総合政
策課参与の４名とする。 

 
13 スケジュールについて 

(1) 実施検討委員メンバーにて内容の検討 
  令和７年５月上旬 
(2) 秩父市移住相談センターホームページによる公表 
  令和７年５月１０日（土）予定 
(3) 質問受付期間 
  令和７年５月１２日（月）8 時 30 分から令和７年５月２１日（水）17 時 15 分まで  
(4) 質問回答期間 
  令和７年５月２３日（金）まで 
(5)参加申込書受付期間 
  令和７年５月２６日（月）８時３０分から令和７年６月２日（月）17 時 15 分まで 
(6) 参加資格確認結果の通知 
  令和７年６月４日（水） 



(7) 企画提案書受付期間 
  令和７年６月５日（木）８時３０分から令和７年６月１２日（木）１７時１５分まで 
(8) プレゼンテーション（又はヒアリング）実施日 
  令和７年６月１９日（木） 
(9) プレゼンテーション審査結果通知の発送 
  令和７年６月２４日（火） 
(10) 委託契約締結 
  令和 7 年７月１日（火）予定 

 
14 質問について 

(1) 質問期限までに必ず書面（様式第１号）にて、下記にある秩父市総合政策部総合政策課移住相談
センターあてに電子メールにて質問を行うこと。また、送信した際には電話にて受信確認を行う
こと。 

 
秩父市役所総合政策部総合政策課移住相談センター 
電話番号 0494-26-7946  
電子メールアドレス iju@city.chichibu.lg.jp 

 
(2) 質問書には、該当する資料（仕様書等）の種類と頁番号を記入し、内容を簡潔にすること。 
(3) 質問書には、質問者が選定できるような団体名や個人名を記載しないこと。 
(4) 質問への回答は、令和７年５月２３日（金）までに秩父市のホームページに一括して掲載する。

掲載期間は参加申込書の提出期限（令和７年６月２日（月））までとする。 
ただし継続中の業務や業務計画に支障があると判断した質問については、回答及び開示は行わな
い。 

(5) 既に回答が済んでいる内容を、重複して質問することがないようにすること。 
 
15 参加申込書の提出について 
   企画提案書を提出する前に、次により参加申込書及びその添付書類を提出すること。 

(1) 提出書類 
  応募者は、次の提出書類に各々書類符号を記した表紙とインデックスを付け、A4 縦長ファイルに

綴じたものを正副１部ずつ提出するものとする。 
ア 参加申込書（様式第２号） 

※正本に代表者印を押印し、副本はその写しとする。 
イ 会社概要（様式第３号） 
ウ 納税証明書 

    ※最新決算年度の確定申告分の法人税、法人事業税の国税、県税、市税等に関する納税証明書 
を各１通ずつ綴じたもの。事務所が複数ある場合には、本社所在地の官公庁で発行する納税
証明書を提出すること。 



(2)受付期間 
  令和７年５月２６日（月）８時３０分から令和７年６月２日（月）１７時１５分まで 
(3)提出先 
 〒368-8686 埼玉県秩父市熊木町 8 番 15 号 
 秩父市役所本庁舎 3 階 秩父市総合政策部総合政策課 
 ※持参または郵送すること。また郵送の場合は、一般書留、簡易書留等記録の残る方法に限る。 

  ※プロポーザルの実施担当部署である「秩父市移住相談センター」の所在地とは異なるため留意す
ること。 

(4)参加資格確認結果の通知 
  提出書類により企画提案の参加資格要件を確認し、条件を満たした申込者に対し、参加資格確認結

果及び企画提案書の提出依頼を文書にて要請します。（令和７年６月４日（水）付の郵便及び電子メ
ールにより送付する。） 

 
16 企画提案書等について 

 提出要請を受けた者は、次により企画提案書及びその添付書類を提出すること。 
(1) 提出書類 
  応募者は、次の提出書類に各々書類符号を記した表紙とインデックスを付け、A4 縦長ファイルに

綴じたものを 6 部提出すること。 
ア 企画提案書（様式第４号を表紙として付し、書式は自由。表紙を除き A4 サイズで 20 頁以内） 
イ 参考見積書（様式第５号） 
ウ 参考見積金額内訳書（様式第６号） 
エ 業務スケジュール表（書式は自由。A4 サイズで１頁） 

(2) 受付期間 
  令和７年６月５日（木）８時３０分から令和７年６月１２日（木）１７時１５分まで 
(3) 提出先 
  〒368-8686 埼玉県秩父市熊木町 8 番 15 号 

 秩父市役所本庁舎 3 階 秩父市総合政策部総合政策課 
  ※持参または郵送すること。また郵送の場合は、一般書留、簡易書留等記録の残る方法に限る。 
  ※プロポーザルの実施担当部署である「秩父市移住相談センター」の所在地とは異なるため留意す

ること。 
(4) 留意点 

    ア 提出された書類は返却しないものとする。 
    イ 提出後の追加、修正は提出期限までの間に限り認める。 
    ウ 企画提案書は、１提案者につき１案とする。 
 
17 プレゼンテーション及びヒアリングについて 
   提出された企画提案書に基づくプレゼンテーション審査を次のとおり実施し、優先交渉権者を選

定する。なお時間・会場等の詳細については企画提案要請と併せて通知する。 



 (1) 審査方法 
ア 審査日 令和７年６月１９日（木）午後 
イ 会場  秩父市役所本庁舎３階庁議室 
ウ 審査順 企画提案書を提出した順（受付順）に審査する。 
エ 審査員 市職員 
オ 審査基準 

別表【審査基準表】の審査項目に関する各審査員の評価結果に基づき、優先交渉権者を選定す
る。「合計点」が最も高い提案者を優先交渉権者とし、本事業委託契約に向けて交渉を行う。 
ただし、その者と合意に至らない場合は、総合得点が次に高い者と交渉を行う。 
また、「合計点」が最も高い提案者が複数いる場合は、審査員の多数決・協議によって優先交渉
権者を決定する。 
応募者が１者の場合でも審査を行い、審査員の評価点の平均点が６０点以上の得点であれば優
先交渉権者として決定する。 

カ 審査結果の通知 
審査に参加したすべての提案者に令和７年６月２４日（火）付で郵送及び電子メールにて通知
する。なお、審査結果に関する一切の事項についての質問、説明請求、異議申し立ては受け付
けないものとする。 

キ プレゼンテーション実施方法 
・提案時間：２０分以内 
・質疑応答：１０分程度 
・参加人数：３人以内 
・プレゼンテーションの説明者は本業務に従事する担当者が行うこととする。 
・プレゼンテーションは、企画提案書を基に行うものとし、追加提案や追加資料の配布は認め

ない。 
・プレゼンテーションで用いるプロジェクター及びスクリーン、HDMI ケーブル、電源は本

市が用意する。パソコン、レーザーポインター等、その他の必要な機材は参加者が用意する
こと。 

・インターネット回線を本市は提供しない。 
・プレゼンテーション審査を正当な理由なく欠席した場合は、本プロポーザルを棄権したも

のとみなす。 
 
 
 
 
 
 
 

 



別表【審査基準表】 

 
18 失格事項 

次のいずれかに該当する場合、その提案者は失格とする。この場合において失格となった提案者が
優先交渉権者に選定されているとき、本市はその選定を取り消し、その次に高い順位にある提案者を
優先交渉権者に選定する。 

(1) 参加資格を満たさないことが判明した場合。 
(2) 提出した書類に虚偽の記載があったことが判明した場合。 
(3) 選定結果に影響を与えるような不誠実な行為をした場合。 
(4) 本実施要領に違反した場合。 
(5) その他本プロポーザルの公平性を害する行為をした場合。 

 
19 契約締結 

本プロポーザルの優先交渉権者との契約内容に関する協議が整い次第、契約締結の手続きを行う
ものとする。その際、優先交渉権者はあらためて見積書を提出するものとする。 
 

20 再委託の制限 
契約締結後、受託者は、発注者の承諾に基づき、本業務の一部を第三者に委託することができる。 

但し、業務における総合的な企画・判断・業務遂行管理部分を外部に再委託してはならない。 
 

 評価項目 評価のポイント 配点
 

事業者の信頼度
・応募者の経済状況等が良好か。 

（様式第３号、納税証明書にて評価）
１０

 

事業スケジュール
・事業スケジュールについて、実現可能なものになって

いるか。 
（業務スケジュール表にて評価）

２０

 

提案内容

・移住推進企画等運営業務委託仕様書「４ 業務内容」
に関して、効果的かつ具体的な提案がされているか。
また、秩父市の特性や課題を踏まえた検討が行われ
るような内容であるか。

５０

 
経済性に関する提案 ・見積金額の算定が妥当であるか。 ２０

 
合計 １００



21 その他 
(1)本プロポーザルの参加申込をした後、本プロポーザルから辞退しようとする場合は、 

速やかに「参加辞退届（様式第７号）」を本市に提出しなければならない。 
(2)手続きにおいて使用する言語及び通貨単位は、日本語及び日本国通貨に限る。 
(3)本事業に係る書類作成及び提出に係る費用など、必要な経費はすべて提案者の負担とする。 

急遽やむを得ない理由等により、本プロポーザルを実施することができないと認めるときは、停止、
中止、又は取消をすることがある。なお、この場合において、本プロポーザルに要した費用を本市
に請求することはできない。 

(4)プロポーザル実施に関する情報（提案者から提出された書類を含む。）は、秩父市情報公開条例（平 
成１７年条例第１０号）に基づき、開示する場合がある。 

(5)提案にあたって、業務に関して知り得た情報を目的外に使用し、または第三者へ提供してはならな 
い。 

(6)本プロポーザルは受託候補者の選定を目的として実施するものであり、契約内容においては必ずし
も提案内容に沿うものではない。 

 
22 問い合わせ先 

秩父市総合政策部総合政策課移住相談センター 
住所：〒３６８－００４１ 埼玉県秩父市番場町９番５号 
電話：０４９４―２６―７９４６ 
F A X：０４９４―２６―７９４６ 
Email：iju@city.chichibu.lg.jp


